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第１ 情報公開制度と個人情報保護制度について 

１ 情報公開制度 

 情報公開制度とは，（個人か法人であるか，本市市民であるかどうかを問わず

に）誰でも権利として本市が保有する行政文書の開示を請求することができる

制度です。 

情報公開制度は，本市の市政運営の状況等を公開し，本市の諸活動を説明す

る責務（説明責任）を果たすことにより，開かれた市政を実現することを目的

としています。 

この制度を実現するため，本市においては，河内長野市情報公開条例（以下

「情報公開条例」という。）を平成９年３月に制定しました。 

 

２ 個人情報保護制度 

 個人情報保護制度とは，①本市が保有する個人情報について適正な取扱いを

行うこと・②自己の個人情報が記載されている本市が保有する行政文書の開示

を請求することができることなどを定めた制度です。 

個人情報保護制度は，上記①・②により市政の適正かつ円滑な運営を図りつ

つ個人の権利利益を保護することを目的としています。 

この制度を実現するため，本市においては，河内長野市個人情報保護条例（以

下「個人情報保護条例」という。）を情報公開条例の制定と同時期である平成９

年３月に制定しました。 

○ 情報公開制度 

本市が保有する行政文書の開示      説明責任・開かれた市政の実現 

○ 個人情報保護制度 

本市が保有する個人情報についての適正な取扱い        市政の適正かつ円滑な運営 

自己の個人情報が記載されている行政文書の開示など      個人の権利利益の保護 

河内長野市情報公開条例及び河内長野市個人情報保護条例 

の改正等（素案） 

閲覧用 
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第２ 情報公開条例・個人情報保護条例を改正する必要性について 

１ 個人情報保護法等の改正がされました 

⑴ 平成２７年９月に個人情報の保護に関する法律（以下「個人情報保護法」

という。）及び平成２８年５月に行政機関の保有する個人情報の保護に関する

法律（以下「行政機関個人情報保護法」という。）の改正がなされ，いずれも

平成２９年５月から全面施行されました。 

行政機関個人情報保護法とは，国の行政機関における個人情報の取扱いに

関する基本的事項を定めた法律です。 

⑵ 行政機関個人情報保護法の改正を踏まえ，本市でも，個人情報保護条例に

ついて一定の改正を行う必要が生じました。 

○ 参考：行政機関個人情報保護法の改正の概要 

① 国の行政機関等における非識別加工情報制度の導入 

② 個人情報の定義の明確化（指紋データ・旅券番号等） 

③ 要配慮個人情報（人種，信条，病歴等）の取扱いを規定 

 

２ 個人情報保護制度とともに情報公開制度も改正をする必要があります 

 ところで，個人情報保護制度と情報公開制度とは，相互に密接な関連を有す

る制度です。このため，今回の法の改正を踏まえた個人情報保護条例の改正に

伴い，情報公開条例についても改正を行う必要が生じました。 

また，情報公開制度が開始されたのち約２０年が経過したことにより，本市

や国及び他市等における情報公開制度の運営状況を踏まえ，改正を行うべき事

項が複数生じました。 

 

第３ 情報公開条例及び個人情報保護条例の改正の方向性について 

１ 行政文書の定義の明確化［情報公開条例・個人情報保護条例］ 

⇒行政機関情報公開法と整合した行政文書の定義とします 

⑴ 現在の情報公開制度において，行政文書となるべき媒体については，「文
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書，図画，地図，写真，フィルム，磁気テープその他規則で定めるもの」と

されており（情報公開条例第２条第２号），ＩＴ化が進んでいるにもかかわ

らず，電磁的記録が行政文書となるべき媒体であるとの明確な規定がありま

せん。 

⑵ ところで，国の情報公開制度について規定する法律である行政機関の保有

する情報の公開に関する法律（以下「行政機関情報公開法」という。）では，

行政文書について，電磁的記録についても規定する等されています（行政機

関情報公開法第２条第２項）。 

そこで，本市の情報公開条例においても，このような国の行政文書の意義

に合わせ，行政文書となるべき媒体に電磁的記録を含む等の改正を行います。 

また，電磁的記録の導入により，関連する開示の方法及び費用負担につい

ても改正を行います。 

 

２ 個人情報等の定義の明確化［情報公開条例・個人情報保護条例］ 

⇒行政機関個人情報保護法と整合した個人情報の定義とします 

⑴ 現行の個人情報保護制度における個人情報の概念は「特定の個人が識別さ

れ，又は他の情報と照合することにより識別されうるもの」（個人情報保護条

例第２条第１号）と個人の識別性をもととしています。 

このように個人情報の概念を位置づけた場合，ＤＮＡや指紋など個人の行

動や状態に関する情報（いわゆるパーソナルデータ）や旅券番号のような特

定の目的などのために割り当てられる番号のようなものについて，識別性の

観点から個人情報に該当するかどうかについては疑義が生じることになりま

す。 

⑵ ところで，改正された行政機関個人情報保護法においては，パーソナルデ

ータ等を個人識別符号の概念を導入することで，個人情報に該当することを

明確にしました。そして，音声や動作など媒体のいかんを問わず個人情報に

なることが明確に規定されています。 
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個人識別符号 

そこで，本市の個人情報保護条例においても，これらの点で国の個人情報

の定義と整合させるため，個人識別符号の概念を導入します。 

また，情報公開条例の開示してはならないとする個人に関する情報につい

て，個人情報保護条例の個人情報の定義変更に伴い，行政機関情報公開法の

定義に整合する形で規定の改正を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・特定の個人の身体の一部の特徴を変換した符号 

 (例)DNA，指紋，顔の容貌，声紋，静脈の形状 等 

・個人に発行されるカード等に記載された符号で個人ごとに割り当てられるもの 

 (例)旅券番号，基礎年金番号，免許証番号，住民票コード，個人番号 等 

 

３ 要配慮個人情報［個人情報保護条例］ 

⇒行政機関個人情報保護法の要配慮個人情報の概念を取り入れます 

⑴ 現在本市においては，思想，信条及び宗教に関する個人情報や社会的差別

の原因となる諸事実に関する個人情報については，いわゆるセンシティブ情

報として，原則として収集等をしてはならないものとしています（個人情報

保護条例第５条第２項）。 

特定の個人が識別

できる情報 

 

特定の個人が識別

できない情報 

パーソナル

データ等 

個人識別符号のイメージ図 

個人情報 個人情報でない 
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⑵ ところで，改正された行政機関個人情報保護法においては，「本人の人種，

信条，社会的身分，病歴，犯罪の経歴，犯罪により害を被った事実その他本

人に対する不当な差別，偏見その他の不利益が生じないようにその取扱いに

特に配慮を要するものとして政令で定める記述等が含まれる個人情報」を要

配慮個人情報として位置づけています（行政機関個人情報保護法第２条第４

項）。 

この要配慮個人情報は，従来本市がセンシティブ情報として扱ってきたも

のよりも広い概念となっています。 

そこで，本市の個人情報保護条例においても，慎重な取扱いを求めるもの

の範囲を広げ，個人の権利利益の保護を図る必要があることから，収集等の

制限をすべき個人情報については，現行のセンシティブ情報に代えて，行政

機関個人情報保護法における要配慮個人情報とする改正を行います。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

要配慮個人情報 

本人の人種，信条，社会的身分，病歴，犯罪の経歴，犯罪により害を被った事実その

他本人に対する不当な差別，偏見その他の不利益が生じないようにその取扱いに特に

配慮を要する個人情報 ⇒ より個人利益を図る 

 

個人情報 

センシティブ情報 

思想，信条及び宗教に関する個人情報や社会的差別の

原因となる諸事実に関する個人情報 

要配慮個人情報のイメージ図 
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４ 請求に係る行政文書を保有していないときの対応［情報公開条例・個人情報保護条例］ 

⇒行政文書の不存在について処分性を付与します 

⑴ 現在は，行政文書の開示請求があったとしても，当該行政文書を保有して

いないときは，当該請求者に対して行政文書が存在しないことの通知をして

います。現行の情報公開制度上，この行政文書の不存在の通知は，行政処分

としての性質を有するものではなく，行政文書の不存在という事実の通知と

位置付けています。 

 しかし，このように行政文書の不存在の通知を事実の通知と位置付けた場

合，これに対して行政不服審査法に基づく審査請求や取消訴訟を提起するこ

とができないことから，十分な救済の機会が与えられているとはいえません。 

⑵ そこで，行政文書の不存在の場合についての救済を受ける機会を権利とし

て保障する必要があることから，行政文書不存在の場合の通知に行政処分と

しての性質を持たせ，請求者が十分な救済を受ける機会を保障できるよう規

定の改正を行います。 

 

５ 情報公開審査会及び個人情報保護審査会［情報公開条例・個人情報保護条例］ 

⇒国の制度を参考に審査会の手続等について明確にします 

⑴ 行政文書の開示決定等について不服がある場合は，行政不服審査法に基づ

く審査請求を行うことができます。そして，審査請求をした場合は，学識経

験者で構成される情報公開審査会又は個人情報保護審査会（以下これらを「審

査会」という。）に諮問し，答申を得ることとされています（情報公開条例第

１３条・個人情報保護条例第２２条）。すなわち，審査請求については，これ

らの審査会において実質的な審理が行われることとなります。 

 これまで，意見の陳述，意見書等の提出，委員による調査手続，提出資料

の写しの送付等，答申書の送付等といった，審査会における手続や審査会に

おいて審理を行うために行使されるべき権限については，行政不服審査法に

基づく審理に準じたものとしていたものの，その多くは条例に根拠はなく，



- 7 - 

運用として行ってきました。 

⑵ しかし，審査請求に関する審理は公正に行われなければならず，審査請求

人等が審査会で行われる手続等について，明確にする必要があります。 

ところで，情報公開・個人情報保護審査会設置法においては，国の審査会

が行うべき手続及び審査会の権限を明確に定めています。 

そこで，本市においても，情報公開・個人情報保護審査会設置法を参考に

しつつ，本市審査会での手続等について制度化を行い，明確化を図ることに

より手続保障の充実を目的とした改正を行います。 

 

６ 救済手続［情報公開条例・個人情報保護条例］ 

⇒手続保障への配慮をしつつ事案に即した適切な審理手続を行います 

⑴ 行政文書の開示決定等について不服があり行政不服審査法に基づく審査請

求を行った場合，現行の制度では，審査請求を受理した日から９０日以内に

当該審査請求に対する判断である裁決を行わなければならないとされていま

す（情報公開条例第１３条・個人情報保護条例第２２条）。 

しかし，審査請求の内容については，事案に応じてさまざまなものがある

うえ，今後行政不服審査法の改正に伴い手続保障がより重視されること，上

記５で述べたように審理手続を制度化することにより，審理手続に要する時

間が増えることが想定されることなどから，裁決まで９０日の期間制限があ

る現行の制度では，拙速な審理を余儀なくされる事案が発生することが懸念

されます。 

また，他市の審査請求の事例を見ても，裁決までに９０日以上の期間を要

する事例が散見されます。 

⑵ したがって，現行の制度では，今後十分な手続保障が図れないおそれが生

じます。 

  これらのことから，事案に即した適切な審理手続を行い，より良い手続保

障の充実を図れるよう，現行の答申に係る日数の期間制限を廃止し，裁決に
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係る日数の期間制限を「答申後速やかに」へ規定の改正を行います。 

 

７ 指定管理者の情報公開［情報公開条例］ 

⇒指定管理者の情報公開について一定の制度化を行います 

⑴ 指定管理者は，公の施設の管理を行う者として，本市の運営において重要

な役割を担っていることから，市民への説明責任を十分に果たさなければな

らず，その情報公開を制度化する必要があります。 

しかし，これまでは，個々の指定管理者が本市と締結する基本協定のなか

に情報公開についての規定があるに過ぎず，指定管理者の情報公開が制度化

されているとまでいうことはできていませんでした。 

⑵ もっとも，そもそも指定管理者は民間事業者であり，その運営の自主性は

尊重する必要があることから，本市と同一視することは相当とは言えません。 

そこで，行政情報の公開と民間事業者の運営の自主性の確保の調和の観点

から，指定管理者に対し，情報公開について努力義務を課す形で新たに規定

を追加します。 

 

８ 情報提供［情報公開条例］ 

⇒情報提供についても明確にします 

⑴ 情報公開制度は市民等からの請求に基づき実施機関が保有している行政文

書を開示する仕組みです。 

ところで，情報公開制度に基づく行政文書の開示は，実施機関が保有する

情報をそのまま開示することになるので，場合によっては市民等が求めてい

る情報が分かりやすい形で提供されない等といったことが生じることがあり

ます。 

 このことから，これまでも，市政運営の公開性の向上を図るとともに，市

の諸活動を市民に説明するという本条例の目的を達成するため，情報公開に

よる開示にとどまらず，市民にとって正確で分かりやすい情報提供に努めて
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きました。 

⑵ そこで，このことを注意的に明らかにすべく，市民が必要とする情報につ

いて，その求めに応じて可能な限り任意で本市の所管事務に関する情報を提

供することなどを明確にするため，情報公開の制度とその役割を分担しなが

ら相互に補完し合う情報提供に関する規定を新たに追加します。 

 

９ 情報公開制度と個人情報保護制度の審議会及び審査会のあり方 

［情報公開条例・個人情報保護条例］ 

⇒審議会及び審査会をそれぞれ一本化します 

⑴ 現状では，情報公開制度と個人情報保護制度のそれぞれについて，制度の

運営及び改善に関することについて意見を聴く審議会と審査請求について実

質的な審査を行う審査会が設置されています。 

しかし，そもそも情報公開制度と個人情報保護制度は，密接に関連してい

ること，各制度における審議会ないし審査会の委員が兼務している実態があ

ること等から，現行の情報公開制度と個人情報保護制度それぞれに審議会及

び審査会があるという体制について見直しを行う必要があります。 

⑵ そこで，情報公開運営審議会と個人情報保護運営審議会，情報公開審査会

と個人情報保護審査会をいずれも一本化することとします。 

 

１０ 上記の改正の方向性について審議会の答申について 

以上の情報公開制度・個人情報保護制度の改正の方向性については，平成

２９年８月４日付けで河内長野市情報公開運営審議会及び河内長野市個人情

報保護運営審議会に諮問し，同年９月１９日付けで答申を得ています。 

 

 

 

 



- 10 - 

第４ 今後の改正に向けた予定 

平成３０年２月 パブリックコメントの結果公表 

平成３０年３月 関係条例の改正案等の市議会への上程 

平成３０年４月 改正条例の施行 

 


